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配　　分　　率
1956－7 1981－2
58．4
12．4
11．2
0．3
0．8
4．4
　1．3
23，5
100，0
40．7
17．4
14．9
1．4
1．1
4．7
1．4．
35．8
100
成　　長　　率　　（年）
1956－7～1981－21956－7～1965－61966－7～1981－2
2．0
4．9
4．7
9．9
4．9
3．8
3．6
5．2
3．5
0．5
6．4
6．0
13．8
7．2
5．6
5，9
5．4
2．9
3．1
4．5
4．3
7．9
3．6
2．5
2．4
5．2
4．0
　　　（出所）1．J，　Ahluwalia；Industrial　Grezvth　in　lndia，1985，　p。3．
㈱　「予想どおり，最もひどい打撃がエンジニア工業だった。鉄道車輻工業は年間40，　OOO両の生産能力を建
　設したが，その主なバイヤーである鉄道は年間需要を26，000両から10，000両に減らした。同様に，工作
　機械・重機工業も注文者で衰えさせられた。時価でも，国内での工作機械の総販売高が1965～66年の5
　億4，160万ルピーから第4次計画の2年目の1970～71年には5420万ルピーにまで低下した。」（Prem　Shan－
　kar　Jha；India，　A　Political　Economツof　Stagnation，　1980，　P．67）
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　ところで，第2の矛盾として指摘しなけれぽならないのは，この国家資本主義自体のもつ矛盾
である。すなわち，すでに第1にあげた矛盾が，この国家資本主義ウクラードの内部の矛盾に転
化されたのである。すなわち，国家資本主義は本来，過渡的ウクラードであって，矛盾した存在
であるが，発展途上国においては，そのおかれた歴史的前提によって，経済開発のために重要な
　　　　　　　　　　　　　　　⑬の役割をはたすこととなったのである。そしてその限界内においてきわめて明確な成果を短期間に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱あげた例として韓国の場合をあげることができる。
　ところで，インドの場合には，この国家資本主義を軸にして重工業を発展させ，国の工業化を
実現させようとするところに問題がある。工業化の過程はたえず壁にぶつかり，その都度，市場
　　　　　　　　　　　　　　　駒経済との調整を余儀なくさせている。
　インドでの，公的部門を経済開発の根幹とする戦略には，依然として現在（第7次5力年計画）
まで変化はない。したがって5力年計画ごとにそめ経済状勢，ないしは経済課題に沿って調整す
る必要が生じている。換言すれぽ，国民経済が全体として資本主義的発展をとげるなかで，国家
資本主義ウクラードの位置づけ，役割，その内容に変化が生じるわけで，その調整がつねに課題
となることによって，こうした調整的課題を実行する手段としても5力年計画が活用されている
ということができるのである。
　1966年から実行されるはずになっていた第4次5力年計画は，延期され，「プラン・ホリデー」
の期聞が発生した。中印，印パといった国際的紛争が大きな原因であったかもしれないけれども，
外貨危機，食糧危機といった経済危機も見逃せない要因であった。そして，第4次5力年計画の
目標には，経済的安定の達成，食糧自給の確立といった項目がかかげられ，その重点のおきどこ
　　　　　　　　　　　　　　⑬のろに大きな変化が生じたのである。
　70年代の2つの5力年計画を経て，この調整計画は，第5次5力年計画の末に一定の成果をあ
　　　　　　　　　　　像3）げることができたのである。ここでは，第3次5力年計画において提起された問題は，克服され
ているということができる。すなわち，食糧自給の達成，輸入代替工業化の推進，などがみられ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲さらに国際収支の改善により，外貨危機の克服なども一時的ではあるが実現した。
　しかしながら，経済成長の停滞はっづき，工業発展の伸び率は7G年代を通して改善されないま
　　　　　　qoま推移している。こうしてインドでは新たに工業の長期停滞の要因をめぐって論争が展開されて
　　　　　働いるのである。
　ところで，次に輸入代替工業化をめぐる矛盾をとりあげようと思う。輸入代替工業化への歴史
　㈱　大阪市立大学経済研究所編r第三世界と国家資本主義』1980年参照。
　㈹　中川信義「韓国における国家資本主義的発展の構造」（大阪市立大学経済研究所編，前掲書）参照。
　㈹　「インドにおける計画化の現実の失敗は，その第一の目的である自立経済の促進ということで，国民の
　　要求を満たすということをひきのばして，重工業の建設を国民にもとめているが，このことが国民によ
　　って支持されていないということにある。『人々の要求は，食糧，衣料，住居といったものであり，1人当
　　りの食糧の有用量は世界最低である。このような内容からみて飢えや掠奪の現実の痛みを感じない人々
　　のみがたのしげに“経済建設基金の創設”といったことへの優先権を論じうるのである。」（Prem　Shan・
　　kar　Jha；op．　cit．，　P．225）
　B？）S．N　Bhattacharya；op．　c’it．，　p．110．
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的必然にっいてはすでにふれたが，この戦略は，いいかえるならぽ，国内市場に依拠した工業化
であり，また工業化の過程が同時に自立的国民経済の発展となっていくことを内容としたもので
あり，海外市場依存（二先進国工業への依存）の経済を自立化するための発展戦略であるというこ
とができるのである。この基本姿勢は今日もなお変っていないのであって，第7次5力年計画書
はっぎのようにのべている。
　「インドの開発戦略において自立経済の達成は，外国援助に対するわが国の依存度を低下させ
るばかりではなく，国内生産能力の向上ならびに戦略的重要物資の輸入依存度を低下させること
を意味するが，それはこの様な分野では，国内需要が大きいためにわが国の輸入が世界価格に影
響を与えるか，供給面での不安がある場合には経済に幅広い波及効果を及ぼす可能性があるから
である。ところが幸いにも，第6次計画中には，食糧穀物，石油製品ならびに化学肥料といった
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲3つの重要物資の輸入依存度はかなり低下したのであった。」
　食糧穀物はすでに70年代末に自給を達成していた。また石油は，ボンベイ沖の海底油田からの
産出の本格化，さらに精油能力の向上によって原油の輸出，製品輸入という形から脱却しつつあ
る。また化学肥料は食糧自給との関連で開発の目玉として民間資本にも門戸を開き，生産能力の
　　　　　　　　　　　傾｝向上，輸入代替につとめた。
㈱ 第4表　産業構造の変化と輸入代替 （単位：％）
A，国内総生産の構成
部 門11gso－・111978－79
農業・同関連部門
鉱・工業と建設
社会的間接資本2）
サ　　ー　　ビ　　ス
58．9
14．9
3．9
22．3
Bエ業生産指数のウェイト1）
部門1195611・6・1197・
41，6
22，5
7．4
28．5
食　　　料
繊　　　維
化学製品3｝
非金属鉱
塩基性金属
機　　　械
そ　の　他
15．7
47．0
11，7
2．8
10．4
8．3
4．1
14．2
31．9
12．9
4．5
8，7
19．7
8．1
5．9
21，5
18．2
4．1
10．9
25．9
9．9
C　輸入／国内供給
品帥9S・－51　1　1977－7・
食濫穀物
鉄　　鋼
機　　械4）
石　　油5）
窒素肥料
5．9
25．2
68，9
92．5
72．56）
O．2
Ll
l5．3
63．1
27．5
総　　　計 1G・・P1・…1総計「1…1…11・…
　（注）　1）　鉱業・採石・電力を除く。　　　　　　　　　　　2）　電力・ガス・給水・運輸・貯蔵・通信。
　　　3）　ゴム・石油をふくむ。　　　　　　　　　　　　　　4）　粗投資のうちの機械要素の％としての輸入。
　　　5）　　贋年0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）　　1951－52年o
　（資料）Gov．　of　India，　Sixth　Five　Year　Plan，1980－85，　pp．13，15．
　（出所）　梅津・除編，前掲書，226ページ。
㈱　伊藤正二編，前掲書，参照。
㈹　「貿易外・移転収支（invisibles）は1970年代後半以降ペルシャ湾岸産油国への出稼労働老の送金が増大
　したことにより1976～77－77～78年の2年間は100億ルピー強の黒字となった。80年代に入ると停滞的に
　なった出稼ぎ労働老の送金に代わって，非居住インド人の送金の拡大を各種の奨励策を伴う政策で実現
　したが，7G年代末以降急増し史上空前の規模となった貿易収支赤字を埋め合わすことがでぎず，経常収
　支赤宇幅はこれも空前の300億ルピー弱に達した。」（石上悦朗「インドの対外経済関係と経済自由化の諸
　問題」（上）福岡大学商学論叢第31巻第3・4号（1987年），3～5ページ）
ao前掲，第2表，参照。
㈱　絵所秀紀「インド「工業停滞論争」に関する若干の考察」（『アジア経済』第28巻第11号，1987年）参照。
＠3）Govt，　of　India，　Planning　Commission；The　Seventh　Five　Year　Plan　1985－90，（黒沢一晃，鈴木基
　義訳『インドの第7次5か年計画　1985～90年』第1巻，1985年，9ページ）
㈹　石上悦朗，前掲論文，参照。
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　このように一方で輸入代替工業化が着実に前進し，国内市場に依拠した工業の発展が実現して
いった。したがってこのことは，工業部門の拡大を軸にした国内市場の拡大という経済の展開へ
と進んでいくはずだし，国民経済の拡大再生産過程を内容とした開発の段階へとすすんでいくは
ずである。
　ところが，国内市場と工業化過程とは，こうした簡単な図式通りには進まない。これは最終消
費支出の85％以上が依然として家計部門によって占められているという現状で，その所得の伸び
が低く，1950年から84年までの実質国民所得の増加率は年率1．5％にとどまったし，また1985年
の1人当りGNPは270ドルにしかすぎなかった。したがって，工業化過程を支える国内市場の拡
大としてはきわめて不充分だったということになる。
　しかしながら，最終消費支出の内容にたちいってみると，注目すべき変化がおこっているので
ある。第3表において上位10％の階層の人々は，農村，都市ともに消費額そのものの伸びも高い。
したがって下位30％の階層の人々との消費支出額の格差はさらに大きく開いている。すなわち，
1967年の場合には，農村では下位30％の消費額の約4．5倍となっていた上位10％の人々の消費額
は1977年には6倍へ拡大しているし，同様に都市部においても，5倍から6倍に拡大している。
　　　第3表　1カ月1人当り実質消費支出額の推移　　　　　　このような消費支出額における開き
　　　　　　　　　（1960年度価格）　　　（単位　ルピー）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は，一方における支出額の伸びなやみ
食料関連1967
　　　　　1977
非食料関連　1967
　　　　　1977
消費支出計　1967
　　　　　ig77
上位1G％
部市
??
村
?
25，5
26．8
i2．7
35，3
30．3
36．3
24．9
46．5
下位30％
闘副都榔
????、」?
1??6
7．t　　　7．6
8．1　　10．0?ー?? ????? 」
55．2　　　　　8．4　　　　　9．8
82・8　10・4113・4
（注）　「全国標本調査」は支出額で区切った所得階層で示されてい
　るため，　各階層の人数をもとに加重平均をして十分位に組み
　かえた。
（資料）　「全国標本調査」第22回1967年，　No，216家計支出表91，
　205ページ。第32回1977年No　311家計支出表A1，　A30，　A51，
　A76ページ。
（出所）伊藤正二編　rインドの工業化一岐路に立つハイコスト
　経済』1988年，159ページ。
＝停滞，と他方における支出額の伸び
＝市場拡大を意味しており，従来から
　　　　　　　　　　　㈲みられた市場の二重構造をより定着さ
せていくことになっている。’そしてこ
の二重構造を前提にして，上位の階層
の人々を対象にした市場拡大に基盤を
おいた国内市場を結台させて工業化過
程を論じる傾向も生じている。いわゆ
るブラジル型経済開発路線の提起であ
㈹
る。
　ところで，この議論には，それなり
の背景がある。すでに指摘したように，
所得上位10パーセソトの消費支出の伸びは大きく，農村では60％，都市では5G％の増加になって
㈹　「貧富の格差の大きいインドでは，貧困層用の工業品と一部の金持ち用の工業品とが併存している。そ
　の二重性は，衣食住の全般にわたる。端的な例は，「衣」における安い手織り粗布対高価な合繊布であり，
　「食」における手製のグル（粗糖）対大工場製の白糖，手製のビーディー対大工場製のシガレットであり，
　「住」における泥造りの家屋対セメント造りの家屋である。貧困者用の工業品と金持ち用の工業品の価格
　差は絶大である。」（伊藤正二編前掲書，1988年，28ページ）
㈹　絵所秀紀，前掲論文及び小島真「インド工業化の停滞とブラジル・モデル」（『アジア研究』第33巻第
　1号，1986年）参照。
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いて，その内容に変化が生じている。すなわち，非食料関連支出の増加が顕著である。農村では，
この間に180％，都市でも80％以上の増加となっている。そしてこのなかで耐久消費財への支出
が新たな項目としてあげられてきている。この傾向をさらに拡大していけぽ，工業製品に対する
市場の拡大が見込まれるかのようにみえるのである。
　この場合，すでに指摘したようなインド経済固有の二重構造がさらに深化することを意味する
ことになる。ブラジルモデルのインド化ということになると，高所得階層（上位10％）が自動車
産業の市場にならなければならないのであるから，国民所得の配分の不均衡が現在以上に進行す
ることになる。これは現在のラジープ政権の自由化によってある程度促進されることが予測され
る。
　この場合，現在の開発戦略の自由化が促進されると，外国資本の流入と商品輸入の増加（すで
にあらわれている）が進行していくことになり，さらに国内のインフレーションは加速される。と
ころでもう一方で国民の大多数によって構成されているもうひとっのインド経済は，インフレー
ションの加速によって所得の低下といっそうの貧困化という状況においやられ，農村や地方都市
における不況が深刻になってくることになろう。’つまり，インド経済は，いっそう深刻な矛盾に
逢着するのが，ブラジルモデルのインド化の道のように思えるのである。
　以上のような考えから，ブラジルモデルの問題とは異った視点から，国内市場問題にアプロー
　　　　　　　　　　　　　　チする必要があるように思える。たしかに，現在のインド経済の停滞は，国内市場の動向に主要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱な要因を求めるべきであろう。アフルワリアの議論の場合でも，所得分配の不平等の進行といっ
た消費財市場における狭隙性のような視点からのアブP・一一チを数字的に否定し，投資需要がなぜ
おこらないかというところに問題を設定し，検討している。そして，経済に対する国家の介入が
資本主義の市場メカニズムの能動的な作用を否定しているところに最大の要因を求めている。し
たがって，ここからでてくる結論は，自由化の促進ということになるが，しかしそれでは，イン
ドの開発戦略が，独立後目ざしてきた自立経済の達成という目標とは異質のものへと変化してい
くことになる。
　換言すれば，国内市場における市場メカニズムの働きを重視することは当然にしても，どのよ
うな市場メカニズムをつくりだしていくのか。資本の運動をより活濃にすること，つまり，資本
の競争原理（＝投資需要）を第一i義的に強調していくことは，世界市場との関係における自由化
の促進ということに帰着するので，これは，インドの開発戦略の変質になっていくだろうと考え
られるのである。
　このようにして，現実の国内市場におこっている動向に注目したいのである。ひとつは西ベン
ガルにみられるような貧農層や農業労働者の地位の向上による市場拡大，農村経済の活性化の方
　　　⑳向であり，もうひとつは，すでに注目されているパンジャーブの場合で，緑の革命の成果とみら
㈲　山口博一編『現代インド政治経済論』1982年（第1部総論一インドはどこへゆくか）参照。
㈱　Isher　Judge　Ahluwalia；Industrial　Grozvth　in　lndia－Stagnation　since　the　Mid・Si　tties；1985．
㈲　「西ベンガル州政府財政は，インドの22州の平均財政支出（経常支出）の拡大を上回る規模で増大した。
　しかも経常支出に占める開発支出の比率はこの4年間にインド22州平均以下の水準から平均を超える水
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eeれる富農及び中農による農業発展の方向である。この二つの方向はその内容を異にしているが，
国内市場への拡大へと大きく寄与することになり，市場メカニズムの働きを基盤にして経済発展
への刺戟となると考えられる。
　ところで，現在の開発戦略は，この国内市場における発展の二つの方向とどのようにかかわっ
ているとみることができるのだろうか，まず，西ベンガル的方向は，政府の農業改革を越えたと
。うに発展してい9”．またパンジ。一ブの農業発展には，他の州にみられな・・鰭猷きく寄与
　　　　　　　働していたわけで，両方向ともに全インド的に普及するには，なお多くの障害を克服していかなけ
れぽならないだろう。
　インドの輸入代替工業化は重工業優先の開発戦略と結びついていたこともあって，国内市場の
狭阻性という壁に直面せざるをえなかった。1960年代半ぼから5力年計画の手直しがおこなわれ
たけれども，農業改革において依然として不充分さがのこり，しかも緑の革命は，農業における不
均等発展を促進し，インド全体として一定の成果をあげながらも，農業における矛盾を深めること
になった。このことは，イソド経済特有の二重構造を維持することとなり，広汎な貧困層を温存
し，工業発展と国内市場の限界との矛盾を解消しきれず，長期の停滞現象をもたらすことになった。
　現在のラジープ政権ですすめられている技術導入＝近代化を軸にして，国際競争力をもった産
業育成による工業発展の加速化を実現して，経済成長の高度化を達成しようとする政策は，その
　準（7L4％）にまで上昇している。また支出項目でみると，経済的サービス支出のうち，一般経済サー
　ビス・農業関連支出・社会サーヴィス支出（教育・公衆衛生）の伸びが22州平均値をおおきく上回って
　いるところから明らかなように，財政支出がおおきく農村・農業政策分野にシフトしている。」（佐藤宏
　「西ベンガル州の土地改革と農業開発」山口博一編前掲書，260ページ）
㈹　「全国の播種面積のしめる灌概地の比率は25％だが，州別ではパソジャーブの74％が最高（75～6年）で
　ある。電力使用における農業の比重は全国的にも急速に上昇したが，78～9年にはハリヤナ，パンジャー
　ブがそれぞれ全国1，2位であった。播種面積1ヘクタール当りの肥料投入量もパンジャーブが1位で全国
　平均の3．2倍（78～9年）である。……（略）……州別にみた単位面積当りの収量（75～6年から3年間の
　平均）では米の場合，パンジャーブ，ハリヤナが1，2位をしめ，前者が全国平均の2．4倍である。小麦で
　もやはりパンジャーブが1位で，その収量は全国平均の1．7倍である。……略……75～6年の1人当り所
　得でパンジャーブほ州別の最高で最低のビハールの2．5倍であった。」（山口博一編前掲書，7ページ）
6V「土地改革を一つの重要な柱とする左翼戦線政権の農村・農業政策においては，この三つの戦略目標
　（農村からの財源調達，農村での所得・資産の再配分，農村市場の拡大）が相互に関連しあい，全体とし
　て，従来の会議派に代表される地主・富農中心の農業政策を転換させつつ農業生産力の上昇をはかると
　いう内容になっている。」（佐藤宏，前掲論文，前掲書，257ページ）
働　「インドの風土に適合した小麦の改良品種の発見とこれにもとつく農業体系の変化があり，（その結果
　この地域では溜既によって新たに米の生産も大規模になされるようになった），さらに多くの地域にみら
　れるようなブラーマンその他の農機具に手をふれないことを宗教的生活信条の中に含む上層諸カースト
　土地所有者の代りにシーク教徒のようなすぐれた企業家的農民が存在したことが理由としてあげられ
　る。」（山口博一編，前掲書，6ページ）
働　「インドの人口の8割は農村に住み，7割は農業に従事している。これらの層の購買力は全般的に非常
　に低いばかりか，植民地時代にくらべてもさして向上しているとは考えられない。厳密には購買力に関
　する指標ではないが，現在のイソドの食糧と綿布の1人当りの生産量は植民地時代にくらべてほぼ同一
　であり，食糧の場合にはむしろ低下したと考えられる。また独立後の食糧の年間の1人当り消費量は65
　年に達した水準がようやく79年に破られるというような長期停滞の状態にある。」（山口博一編前掲書，
　4ページ）
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実行の緒についたぼかりの時点で，極端な国際収支の悪化をまねいている。
　インド経済の直面している課題は，あくまで国民経済の内部に包括されている内的諸矛盾にあ
る。自由化をテコに世界市場における競争の法則とそれによる刺戟によって経済の活性化を計ろ
うとしても，かえってイソド経済の悪化へと結びつく危険性がつよい。国際収支の悪化はすでに
あらわれっっあり，これは，国内的にはイソフレーションへと進み，経済的矛盾は，社会的・政
治的不安定へと進行していくかもしれない。
（3）
　インドの経済開発の戦略が最近になって，いわゆる自由化の方向へ動いて，経済的規制及び統
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱制の緩和ないしは廃止，さらには新たな競争原理の採用などの積極策へと転換している。このよ
うな動きに対する問題点をどのように理解するかを前節において検討してきた。
　国家資本主義のもつ本来的矛盾からしても，またイソドの現在の生産力の発展水準からしても，
もっと市場原理や市場メカニズムの活用が必要であることについてはすでにふれたが，しかし，
他方で現在の自由化には多くの問題があることについてもふれてきた。
　国家資本主義による経済開発の戦略は，市場経済＝市場メカニズムを利用することによって成
果をえられるものであり，貨幣流通のチャネルを通じて国民経済のすみずみにその影響を及ぼし
ていくことができるのである。したがって，国家資本主義を中心においた開発戦略には，国内市
場の拡大と市場メカニズムを育成していく政策が結合されていなけれぽならない。この流通過程
の整備育成には，各地域経済の振興が条件となってくるので，中央政府の一元的開発戦略だけで
は不充分になってくる。
　ところで，すでにふれたように，パンジャーブ州においては，農業における生産性向上，農業
発展を基盤にした地域経済振興がおこっている。このことは，インドにおける各州間の不均等発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　駒展という形態での開発の進行がすすんでいることをあらわしている。
　この各州問不均等発展と重なるように発展しているのが，農村と都市との経済発展の格差であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6のり，とくに農村における貧富の格差拡大ということができよう。だから，近代的工業の発展とな
働　「輸出を基盤とした戦略についての議論ぽ真実の課題を避けようとする狙いがある。大国としてのイン
　ドの場合の輸出は，あくまで補助的役割しかない。工業化に対する真の推進力は，国民経済の内部から
　もたらされるのである。そのうえ，輸出の分野での大きな圧力は，多くの危険をはらんだ多国籍企業の
　役割の増加によってしか得られえないのである。」（G．S．　Bha11a；Alternative　Strategies　in　Indian
　Development；A・Critical　Analysis；B．K．　JGshi，　ed．，　Alternative　Development　Strategies　and　The
　Indian　Exψerience；　1984　p．108）
65）「ラジープ首相は，85年から「自由化」の方向をいっそう明らかにした。85年の予算をはじめ，相次い
　で発表された3年間有効の「輸出入政策」，「長期財政政策」，「総合エレクトロニクス政策」，「繊維政策
　に関する声明」がそれである。」（伊藤正二編，前掲書，21ページ）
66）各州ごとの1人当りの年間所得（1980～84年平均）をみると，パソジャーブ州では1，457ルピー，ハリ
　アナ州は1，098ルピー，マ・・ラシュトラ州1，011ルピーといった富裕州に対して，ビハール州では422ルピ
　ー，ウツタル・プラデシュ州は521ルピー，マツディア・プラデシュ州は529ルピーと貧困州のそれは，
　約半分となっている。（佐藤宏「インド財政における中央・州関係（U）」『アジア経済』1988年，第29巻
　第6号）
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るようなセンターとしての都市をもっている州はこの各州問の不均等発展では先進的州となって
いた。ところが，すでにふれたようt’こパンジャーブでの成果は，農業生産によってえられたもの
であり，いわゆる「緑の革命」によって達成された成果であった。こうした意味では，たしかに
山口氏が指摘しているように今後の展望を規定しているようなひとつの方向ということができる。
　ところで，この「緑の革命」は，それが農村における資本主義的発展を促進するものであるこ
とから，イソドの貨幣経済の農村への浸透になっているし，このことは不均等発展を強化してい
くという結果をももたらしている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱　まず第1に，緑の革命は，多取量品種の採用を中心としているために，一定の投資を前提とし，
肥料，農薬，労働の機械化をともない，灌潮を前提としている。従って所得の向上をもたらしは
するが，経営負担も多く，費用も多額にのぼる。
　第2に，こうしたことから資本主義的農業経営に有利でありgそのような経営の拡大と農業労
働者の雇用という形態の農業労働が普及していくことになる。
　第3に，このような農村経済の変化は，社会経済的に広汎な変化過程を伴い，その市場を基盤
にした諸産業（農村における加工産業，伝統的農村工業，地域市場を基盤にした小規模工業）の発展へと
波及していくのである。
　このような変化はパソジャーブにおいてより顕著にすすんだ。これは，農村における資本主義
の発展によるもので，この州が，他州との比較において，より高い成長率をしめしているわけで
あるが，同時に，パンジャーブ州内における不均等発展をも内包していることを確認しておく必
　　　㈹要がある。
　このことは，問題を規制か自由かというように，開発戦略をその内容を問わないで，その政策
形態（手段）のみをとりあげてみても，インド経済の課題にせまったことにはならないことを示
している。様々の規制をともないつつ5力年計画を実行してきたことによって生じてきた現在の
㈱　「パソジャーブの富農の農場では，1人当りの実質所得は1960年代に26パーセソトあがったと報告され
　ている。ところが，貧困線以下の農村人口は，パンジャーブで，1960年の18パーセソトからユ970年tlこは
　23パーセントに増加した。」（D．N．　Dhanagare；Green　Revolution　and　SQcial　Inequalities　in　Rural　India，
　Economic＆Political　Weekly，　Annual　Number，　May　1987）
劔　1961～71年の問に人口増加率が50％以上の工業都市をひろってみると，ドルガ・ビライナガール，ド
　ウルガプール，ロールケラ，ボカロといった鉄鋼業都市や，スーラト，バローダ，ルーディアナ，ラン
　チ，コタ，ガヂャパードなどの工業都市の発展があげられる。（江口朴郎編『南からみた世界』1984年，
　20ページ）
G9）「どんな水準でも，最低の栽培者でさえも1，000ルピーの投資が要求されている。」（D．N．　Dhanagare，
　op．　cit．）
（6①「1971年のセンサスによると，ガイガータ（西ベソガル州内）警察署内の全労働者数は31，602名で，そ
　の労働人口のうち，14，124名が耕作者で，農業労働老数は10，751名であった。」（Debjani　Sen　Gupta；
　Khetmajoor　Movement；ACase　study　in　West　Benga1；Social　Scientist，　July　1987，　No．170．）
（6Drパソジャーブの調査における1663家族の分布は，ある種の不均等性を拡大している。パラとチヤツダ
　は，彼らの調査で140家族（8．4％）が1．6エーカーの限界規模の農地を所有しており，その対極の74家族
　（4．4％）が32．8エーカー（平均）を所有していた。実に，農地の所有規模に20倍のひらきがあった。」
　（D．N．　Dhanagare；op．　cit．）
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課題を考慮すれぽ，市場メカニズムの活用が必要になってきていることは，すでに指摘したとこ
ろであるが，問題は，どのような市場メカニズムがもとめられているのかということではないだ
ろうか。
　換言すれぽ，規制の自由化ではなくて，市場拡大，市場メカニズムを活用するような計画＝管
理システムといった開発戦略へと転換していくことが要求されている。その際に問題になる市場
メヵニズムは，農業を主とした小商品生産者や，小規模工業なとの活動を拡大・発展させていく
条件＝基盤となるものであって，いいかえれば，こうした産業の担い手としての企業者（農業・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6オェ業・商業）の経済活動を活澄にしていくものとして想定することができよう。
　換言すれぽ，これは，すでに指摘した二重構造の解消をめざすものであり，非近代的経済分野
の近代化を目的としている。このような改革を通じて，はじめていわゆる「ハイコスト経済」の
改革へとすすむことができるように思われる。
　当面の経済問題との関連で，より具体的な政策課題にふれておきたいと思う。第1は，依然と
して人口の70パーセント以上が関係している農業改革の促進である。土地改革の一定の進行によ
って階層分化は弱まったかにみえたが，最近になって，限界土地所有者や土地なし農民の増加傾
　　　　　　　　　劔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
向があらわれている。しかも公的にも確認されているように産出高にみられる不均衡の拡大が農
業の展望を暗くしている。こうして土地改革を含めた農業改革の基本が依然として重要な政策の
課題となっている。
　第2には，開発計画における中央集権を改めて，地方分権にすることが，今や必要になってい
る。70年代までは，イソドのもっている産業構造の肢行性を是正し，近代的産業構造の基本を形
づくっていく上で，現行の中央集権的5力年計画の実行は一定の成果をあげることができた。し
かし，公的部門の稼動率の低さにもあらわれているように，地域市場拡大を軸にしての国内市場
の開拓が今後の課題になっている。このためには州独自の開発計画の実行，中央からの開発の権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹限の移譲，地方財政の拡大が実現しなけれぽならない。
　現在，西ベンガル州政府を中心に地方の財政自主権の拡大が中央政府に対して要求がだされて
いるが，この問題は，インドにおける地方自治の問題という視点だけではなく，現在のインド経
（6Z　「近年市場の変化が西ベンガルで発行される認可業種の内容に反映されている。電子，化学，輸出指向
　工業品のような非伝統的分野への転換がみられる。工業化によってもたらされた利益を後方及び非工業
　地域での工業成長を奨励するという目的のもとに，西ベンガル州政府は2つの奨励計画をうち出してい
　る。」（B．Prasant；West　Bengal：Review　of　Industrial　Scene，　People’s　Democracy，28　Sep．1986）
（63）NSS（Nationa1　Sample　Survey）によると，1970年代に入って，土地なし農民や小土地所有老は再び
　増加しはじめ，1971～72年に農家戸数の9．64％であった土地をもたない農家が，1982年には11．33％に増
　加した。また1ヘクタール以下の小土地所有者は同期間に，52．98％から55．31％に増加している。（C，T．
　Kurien；Planning　and　the　Institutional　Transformation　of　the　Indian　Economy，　Social　Scientist，
　July　1987．）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　°
（69　「緑の革命によって穀物自給を達成したが，農業生産はより流動的になり，各州間，地域間の格差は拡
　大した。そのなかで注目すべきこと．として，灌瀧された30％の農地で，国の農業生産の55％の生産物を
　産出していて，非灌概地70％で，のこりの45％の生産をあげている。」（S．N．　Bhattachanya；op．　cit．，
　P．330）
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済の発展過程のなかで，これまでの開発戦略が，見直され，転換されねぽならないひとつの方向
として重視されるべき，開発戦略上の課題として考えなければらないのである。このような地方
分権が実現すれぽ，各州間の相互の経済交流・経済競争・合理化などといった新たな競争原理の
活用も可能になり，インド経済活性化に大きく貢献することになろう。
　つづいて第3にとりあげられる課題は，政府による統制・管理の民主的改革と自由化である。
すでにみてきたように消費財生産部門への資源配分が制限されて，供給における不足がさけられ・
ない場合には，価格と数量に対する統制は避けられない。そして統制価格を維持するために補助
金を支出しなけれぽならない。この統制と補助金がしだいに拡大していき，一度設けられると縮
小や廃止が困難なのがこの政策の特徴である。これがしだいに政府の大きな負担になり，財政赤
字の拡大はすでにのべた様々なコスト・プッシュ要因と結びついてイソフレーショソを加速化し
　　　㊤鋤つつある。
　民主的改革（具体的イメージとしては管理・統制機構の民主化，大衆化と政策内容として資産，物資，
生産活動に対する民衆のコント・一ルから成りたつ）なしに，自由化が実行された場合には，資本の
活動が活澄になって，経済に活性が生じるけれども，貧しい階層の人びとの生活が，ますます資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲本に支配され，社会的矛盾がきわだって深化していくことになろう。
（65） 第5表　稼動率の低下（％）
11976／77レ9／・・
一　貫　製　鉄　所
アルミニューム精錬所
窒　素　肥料工場
発　電　所（火力）
鉄道の貨物輸送（注）
91．9
83．5
83．6
56．0
356
69．1
58．2
76．6
45，0
350
　　　　　　　　　　　　　（注）鉄道は，トン・キロ単位の荷物量を指数化し
　　　　　　　　　　　　　　たもの。ただし1950／51tF　＝100
　　　　　　　　　　　　　（資料）　Sixth　Fiwe　Year……，　p．32．
　　　　　　　　　　　　　（出所）　山口博一編，前掲書，153ページ。
㈹　「インドでの経済計画の最近の30年間では，ある種の分業が中央と州の間にできあがっていた。中央に
　は工業開発のほとんどの分野がまかされていて，州のためには何ものこされていなかった。州がすぺき
　こととされていたのは主として農業にかかわるものだった。ウツタル・プラデシュの州計画の支出の
　60％程度が，農業と灌概に投資され，他方工業への配分はわずかに5パーセント程度でしかなかった。」
　（Ranjit　Sau；On　Some　Aspects　of　State　Planning，　S．K．　Joshi　ed．，　Alternatiwe　Development　Strate・
　gies　and　The　Indian　ExPerience，　1984，　p．128）
㈹　「トリプラ州政府首相はNDCに対して，計画資金の75％が州に配分されるべきだと主張した。」（S．N．
　Battacharya；op．　cit．，　p．324）
囎　「70年代イソドのインフレーショソの原因は，財政イソフレを主要な一環とする慢性的な過剰流動性と
　いうディマンド・プル要因に加えて石油ショックの影響を中心とする輸入インフレ，インフラストラク
　チャー部門を中心とする公企業の経営悪化，民間企業の財閥型独占，緑の革命によって一層の政治力を身
　につけた富農層中心の農民パワー，そしてブラック・マネーといった様々なコスト・プッシュ要因なら
　びに制度的諸要因が複雑にインフレ相乗作用を及ぼしつつ構造的に定着していることの中に見出せる。」
　（絵所秀紀「70年代のインフレーション」山口博一編前掲書，281ページ。）
㈹　パンジャーブやハリヤナにおいて農業労働者の賃金は1961年から68年の間に89％上ったが，物価上昇
　は93％であった。また農業機械が急速に普及しているパンジャーブでは労働災害が急増し，年間300人以
　上の農業労働者が身体障害者になっている。（D．N．　Dhanagare；op．　cit．）
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　第4にあげねぽならないのは，対外経済政策における転換である。すでに現在，ラジープ政権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹によって自由化がすすめられていて，輸出加工区や輸出指向工業の100％外資子会社もみとめら
　　　⑳れている。そして，ハイコスト経済の思い切った改革のための自由化＝外国企業との競争の導入
もすすめられている。
　こうした傾向は，一面必然的であると同時に，やはり慎重でなければならないだろう。現政権
の今後の対外経済政策を決定していく上で重要な役割を果すと思われる「貿易政策委員会」（通称
フセイソ委員会）の報告でも，その政策にあたって慎重であるべきだとの考え方がよくあらわれて
いる。
　石上氏によると，その基本姿勢はつぎように要約されている。
　「経済援助の縮減と商業的借入が高価であることを考慮すれば，外貨獲得は必要不可欠である。
そして，従来輸入代替に力点が置かれていたが，今後はコストおよび効率性を政策の枠組みに
入れた効率的輸入代替にとって代わるべきである。またインドのように輸出がGNPの5～7パ
ーセントを構成する国では輸出主導型成長（export－！ed　gr・wth）の可能性はなく，成長主導型輸出
（gr・wth・1ed　exports）カミより可能性あるシナリオである。したがって，貿易政策は輸出促進政策と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹輸入代替が「車の両輪」となるようなバランスのとれた組合せになるぺきである。」
　この基本的な考えをのぺている部分にもあらわれているようにフセイン委員会は，まず従来の
開発戦略を評価し，今後にも輸入代替の考え方をひきついでいる。そして効率的輸入代替を実現
すべきだとして，このような輸入代替を実現するためには，輸出促進と輸入代替を「車の両輪」
とするような貿易政策がとられるべきだと提言している。
　この結論の部分は，概念としては理解されえても，実際の政策としては，どのような具体的手
段および体系が実行されるべきなのであろうか。詳細については別の機会にゆずるとして．この
貿易政策が成功するセこは，技術革新や経営の合理化，生産効率の向上などが実現しなけれぽなら
㈲　「現在，輸出加工区はカソドラとサンタ・クルスの2ヵ所ある。更に4ヵ所設定する計画がある。MR・
　TP法とFERAに規定されたライセソス上の制約なしにOGL（オープン・ゼネラル・ライセソス）で，
　無関税で原材料，中間材，資本財および技術などを輸入でき，かつ当初の5力年間無税という特典が与
　えられている。」（石上悦朗，前掲論文，391ページ）グジャラート州にあるカンドラ輸出加工区は1965年
　に開設され，1980年には52の企業が創業している。またマハラシュトラ州のサンタ・クルス電子輸出加
　工区は，ボンベイ国際空港のすぐそばで，1974年に開設され，電子工業の輸出加工区として設立された
　もので，1980年には47企業が営業を決定している。（王文祥編『中国経済特区和十四介野放城市』1986年，
　391～398頁）
㈹　「製造品輸出を振興し，外貨収入増をめざすという目的で，80年に「百パーセソト輸出指向企業」制度
　が設けられた。これは製品の大部分（その割合はしだいに下げられつつある）を輸出する場合には，イ
　ンドのどこに立地しても，また外資参加率が100パーセントでも，外資の進出を認めるという制度である。
　それはいわぽ全インドを輸出加工区とするものである。」（立山杣彦『外国資本』伊藤正二編前掲書，
　132ページ）
㈱　ラジープ政権の「サソライズ工業計画」はインドを世界のハイテク国にしあげようとしている。（伊藤
　正二編，前掲書，参照）
㈱　石上悦朗，前掲論文，参照。
㈱　同論文，前掲誌，386ページ。
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ない。ラジープ政権の姿勢は，対外経済関係の自由化をテコに生産効率の向上や国際競争力の上
昇を計ろうとしている。この基本姿勢はフセイン委員会の報告とはその考え方を異にしているよ
うに思える。それは，従来少なくともインドが堅持してきた自立経済の形成がフセイン委員会の
報告には基本的にうけつがれているが，現実の政策の推移にはその動揺がすでにおこっているよ
うにみえるからである。
